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Ⅰ は じ め に

団塊世代の大量定年が, 2007 年問題として人々

の関心を集めている｡ 企業や産業界を支えてきた

基幹労働者である男性が, 職場を去ることにより

生ずる熟練労働力不足の問題である｡ これらに加

えて, 地域社会や家庭への影響についても, 夜間

人口であった男性が, 昼間人口として, どのよう

に定着していくのかという定年後人生のあり方が

問題となっている｡

定年後の問題は, 団塊世代以前の定年退職者に

ついても共通した問題であり, 企業の退職準備教

育を受講し定年後のライフプランを考え, 定年前

から地域活動に参加する男性は増大している｡

NPO 法が施行されてから, 定年退職者を中心と

したボランティア団体などの活動の場は広がって

おり, ホームページやブログを通じた社会活動も

展開し, 行政の対応も進んでいる1)｡ また, 団塊

世代は人口規模の大きさから社会への影響が大き

く, 家族が新しいライフステージに移行するごと

に, 労働, 教育, 家族, 住宅などの分野に影響を

与え, 市場の開拓の必要性から注目されてきたが,

これまでとは異なった ｢新しい大人文化｣ (博報

堂エルダービジネス推進室編, 2006) を創り出す主

体としてとらえられている｡

定年後の家庭生活や家族関係については, 家族

のライフサイクル上に生じる中年期から高齢期へ

の危機的移行 (critical transition) として, 家族

社会学や生涯発達心理学の課題となってきた2)｡

子育て後の夫婦関係, サンドイッチ・ジェネレー

ションの世代間関係, 介護など, 定年後の新たな

日本労働研究雑誌 67

団塊世代は, 戦後の高度経済成長を支えた夫と専業主婦という性別役割分業の家族を形成

してきた｡ しかし, 1975 年の国際婦人年以降の男女雇用機会均等法や男女共同参画社会

基本法の施行により, 夫と妻が仕事と家庭を両立させる男女共同参画社会が目標となった

が, 女性はこれらを主体的に進めている｡ これらの動向は, 男性と女性の家族や夫婦の規

範の乖離をもたらしている｡ 定年後は, 性別役割分業を固辞して夫婦で共同行動を求めて

いる夫と, 性別役割分業を撤廃して個人行動を重視する妻という夫婦のあり方をもたらし

ている｡ これらを, 解決するためには, 夫婦がそれぞれの考え方を考慮しながら, 折り合っ

ていく必要がある｡ 高齢期は, 配偶者の要介護化や死別に遭遇し, 夫婦単位のあり方から

シングル単位の生活となる｡ そこで, 従来の性役割や家族規範から自由になることが, 高

齢期夫婦の発達課題となる｡
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ステージへの移行と適応という問題がある｡

団塊世代は, これらの一般的な問題のほかに,

現在の日本の社会経済的状況に規定された新たな

問題に直面している｡ 少子化や子どもの養育上の

危機, 若者の自立の遅れなどの次世代育成の問題

と, 性別役割分業型の家族から男女共同参画型の

家族への転換という課題であり, 新たな世代間関

係や夫婦関係の再構築が求められている｡

ここでは, 団塊世代の定年退職が家族生活にも

たらす家族危機とそれへの対処について考えてい

く｡ 初めに, ライフコースにより, 結婚から中年

期までの家族や夫婦関係についてその問題点を明

らかにし, 定年後の家族関係の再構築について夫

婦関係を中心に述べる｡

Ⅱ 団塊世代のライフコース

1 結婚と家族

団塊世代は, 落合が家族の戦後体制と呼んだよ

うに, 適齢期に結婚し, 専業主婦となり, 2～ 3

人の子どもを出生して, 二人っ子革命をもたらし

た再生産平等主義の世代である (落合, 1994)｡ 女

性は, 結婚適齢期に結婚し, 夫の姓に変わり, 子

どもを最低 2人は産み, 平均家族人員 4人という

核家族を形成し, 夫や子どものために明るい家庭

をつくるという家族目標を持っていた｡ 1970 年

代の中ごろまでは, 妻として家事労働に従事し,

母として子どもを養育し, 主婦役割を遂行すると

いうライフスタイルが, 男女ともに受け入れらて

いた｡

学生運動やウーマンリブの運動を通じて, ｢ラ

ディカル｣ な結婚のあり方を模索する女性たちが

いたが (｢女・エロス｣ 編集委員会編, 1974), 一方

で, 花嫁修業をしながら, ｢家事手伝い｣ で結婚

を待つ人々も多くみられた｡ 家制度的な結婚から

当事者同士の出会いが増え, 対等な関係で友愛夫

婦を形成したが, 既存の性役割を肯定した夫婦関

係であった｡

これらをデータで見ると, 1947～49 年の出生

コーホートが結婚した 1970 年 (23～25 歳) は 102

万 9405 件, 1972 年 (25～27 歳) は戦後最高の婚

姻件数 109 万 9984 組であり, 1970 年の初婚割合

は夫 91.7％, 妻 94.0％であった｡ 平均初婚年齢

は, 男性 26.9 歳, 女性 24.2 歳で年齢差は平均

2.7 歳であり, 夫が年上であるケースが 79.5％,

同年齢 10.1％, 夫が年下 10.3％となっていた

(厚生省, 1975)｡ 2004 年の婚姻件数は 72 万 429

組であり初婚の割合は夫 82.2％, 妻 84.1％と初

婚割合が低下し, 再婚が増えている｡ 平均初婚年

齢は夫 29.6 歳, 妻 27.8 歳, 夫妻の年齢差は 1.8

歳と縮小している (厚生労働省, 2005)｡ 配偶者選

択についても, 1965～69 年の結婚コーホートか

ら恋愛結婚が見合い結婚を上回り, 2000 年以降

の結婚コーホートでは, 見合い結婚は 7.3％と減

少している(国立社会保障・人口問題研究所, 2002)｡

職場や仕事先, 学校などで出会った同窓生や同僚

カップルが増大し, 友だち夫婦と呼ばれた｡

有配偶率を出生コーホートでみると, 女性は

20 歳代後半で, 男性は 30 歳代前半で 8 割が有配

偶となり, 女性は 30 歳代前半で, 男性は 30 歳代

後半で 9 割となっている｡ 2000 年現在において

も, 50～54 歳女性の有配偶率は 82.4％で, 未婚

は 5.3％, 死別は 4.2％, 離別は 7.3％である｡

男性の有配偶率は 82.2％で, 未婚は 10.1％, 死

別は 1.2％, 離別は 4.9％である (総務省統計局,

2000) ｡ また , 表 1 にみられるように ,

1948～1952 年の出生コーホートの平均出生児数

は 2.13 人で, 子ども数 2人 55.5％, 3 人 24.0％,

1 人 12.1％となっている｡
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表 1 出生コーホート別妻の出生児数割合および平均出生児数

出生コーホート 調査年次
調査時

年 齢

出生児数割合 (％)
平均出生児数 (人)

無子 1人 2人 3人 4人以上

1943(18)～1947(22) 1992(平成 4) 45～49 3.8 8.9 57.0 23.9 5.0 2.18

1948(23)～1952(27) 1997(平成 9) 45～49 3.2 12.1 55.5 24.0 3.5 2.13

1953(28)～1957(32) 2002(平成 14) 45～50 4.1 9.1 52.9 28.4 4.0 2.20

注：『平成 16 年版少子化社会白書』 内閣府 p. 12, 第 1-1-10 表に加筆｡

資料出所：国立社会保障・人口問題研究所 ｢出産力調査｣ および ｢出生動向基本調査｣ による｡



2 就業状況と家族

1972 年は勤労婦人福祉法が成立し, М字型就

労パターンにそった女性の職業と家庭の両立が政

策課題となっていた時期であり, М字型就労パター

ンが多くみられた｡ 最終学校が初等教育と中等教

育の者が女性では約 8割であり, 女性の労働力率

は, 15～19 歳は 35.8％, 20～24 歳では 70.6％で

あるが, 結婚を契機に引退し 25～29 歳では 42.6

％とボトムとなる｡ 30～34 歳では 48.2％,

35～39 歳では 60.0％と上昇し 40 歳代, 50 歳代

と子どもの教育費や住宅ローンの返済のために家

計補助で働き, 50 歳代後半から引退するМ字型

となっている (表 2) ｡ 団塊世代を対象に 40～43

歳のときに実施された調査により, 女性の就労に

ついての考え方をみると, 男女とも ｢育児が終わっ

た段階で再び勤めに出る｣ (男 42.0％, 女性 54.5

％) が多く, ｢家事や育児をしながらでも続ける｣

(男 17.5％, 女性 20.3％), ｢結婚したら家に入る

方がよい｣ (男 14.0％, 女性 9.0％) となっていた｡

専業主婦家庭の場合は, 夫も妻も両立型を支持す

る者が 1割に満たなかったが, 他の選択肢には差

がみられなかった｡ また, 男性のみを対象とした

｢配偶者が外で働くことについて賛成ですか｣ と

いう質問には, ｢賛成｣ 49.0％, ｢どちらともいえ

ない｣ 28.4％, ｢反対｣ 21.3％で, 妻が被用者の

共働きの場合には, ｢賛成｣ が 69.4％, ｢どちら

ともいえない｣ 18.7％, ｢反対｣ 11.0％であった｡

女性の就労理由についての多重回答結果は, ｢家

計を補助するため｣ 52.8％, ｢生計を維持するた

め｣ 32.3％, ｢将来に備え貯蓄するため｣ 31.2％,

｢自分で自由に使えるお金を得るため｣ 25.4％と

経済的理由が多く, ｢仕事を通じて自分を成長さ

せたいから｣ 22.1％, ｢能力や資格技能を生かす

ため｣ 10.5％, ｢社会とのつながりが欲しいから｣

21.1％などの自己実現を理由として挙げる者は少

なかった (総理府, 1990)｡

また, 夫婦常勤の共働き世帯も増え始め, 都市

部を中心に, 母親が主体となって保育所づくりや

学童保育所の ｢つくり運動｣ が活発になり, 教員

や公務員などの共働きも見られるようになった｡

すでに, 1954 年には ｢働く母の会｣ が発足し,

保育所づくりが始まり 2005 年には創立 50 周年を

迎えたが (働く母の会編, 2005), 当時は, 保育所

は保育に欠けるひとり親世帯や配偶者の病気など

で収入が少ない低所得世帯の利用者が多くみられ

た｡ 少数であった公務員, 出版社・新聞社, 大学・

研究所, 小・中学・高校教員, 一般企業などに勤
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表 2 女性の年齢別労働力率
(単位：％)

年

労働力率
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2004

15 歳以上 54.5 50.6 49.9 45.7 47.6 48.7 50.1 50.0 49.3 48.3

15～19 歳 49.0 35.8 33.6 21.7 18.5 16.6 17.8 16.0 16.6 16.3

20～24 歳 70.8 70.2 70.6 66.2 70.0 71.9 75.1 74.1 72.7 68.9

25～29 歳 54.5 49.0 45.5 42.6 49.2 54.1 61.4 66.4 69.9 74.0

30～34 歳 56.5 51.1 48.2 43.9 48.2 50.6 51.7 53.7 57.1 61.4

35～39 歳 59.0 59.6 57.5 54.0 58.0 60.0 62.6 60.5 61.4 62.4

40～44 歳

59.0 60.2

62.8 59.9 64.1 67.9 69.6 69.5 69.3 70.4

45～49 歳 63.0 61.5 64.4 68.1 71.7 71.3 71.8 73.0

50～54 歳 58.8 57.8 59.3 61.0 65.5 67.1 68.2 68.4

55～59 歳
46.7 45.3

48.7 48.8 50.5 51.0 53.9 57.0 58.7 59.6

60～64 歳 39.1 38.0 38.8 38.5 39.5 39.7 39.5 39.7

65 歳以上 25.6 21.6 17.9 15.3 15.5 15.5 16.2 15.6 14.4 12.9

注： 内は, 団塊女性を含むコーホートを示す｡

資料出所：総務省統計局 ｢労働力調査｣ (各年)｡

厚生労働省編 『女性労働白書 (平成 16 年版)』 (財) 21 世紀職業財団より作成｡



務する高学歴の専門職の女性たちの会であったが,

これらの職種は団塊世代では増加し, 他の職種の

人々も参加して, 地域の保育所の設置が進んだ｡

しかし, 常勤やパートで働く場合にも, 家事や

育児は妻が遂行し, 妻が働いていることが, 夫の

仕事や昇進に影響しないように, 求められていた｡

また, 多くの場合, 夫もそのことを条件に妻の就

労を許可した｡ このような夫が理解があり, 進歩

的な夫とされていた時代である｡ 1970 年代の女

性労働のあり方は, 家族との関係で ｢生計維持型｣

｢家計補助型｣ ｢生きがい型｣ というタイプでとら

えられていた (岡村, 1979)｡ 現在でも, 経済的要

因は根底にあるものの, これらを超えて女性が生

涯働き続けることを前提とした社会政策へと発展

しており, ワーキング・ウーマンの軌跡が男女雇

用機会均等法施行以降の世代に影響を与えている｡

3 女性の社会参加

無職の女性の大多数は, 子どもが幼稚園に入園

するまでは, 子育てのみに専念していた｡ 当時,

親子で参加する場として注目されたのが, ｢あん

ふぁんて｣ である｡ 情報誌 ｢あんふぁんて｣ の発

行と ｢あんふぁんてヘルパー制｣ が主な活動であっ

た｡ 1975 年 3 月, 新聞での ｢子持ち女集まれ！｣

という呼びかけをきっかけに集い (幾代, 1976),

発足 30 周年を迎えた 2005 年 3 月をもって機関誌

を終刊した｡ あんふぁんては, フランス語で①子

を産む, ② (計画などを) 考え出す, ③ (作品な

どを) 創り出す, という意味である｡ ｢子を産む,

育てること｣ の意義を, ｢世代の継承, 人類の歴

史｣ ととらえ, ｢しかし, 現状は忘れ去られ, 社

会の片隅に追いやられている｣ としてとらえ, 会

員相互の労働力提供による相互託児共同保育や子

どもにとっても素晴らしい空間, 時間, 人間関係

を創り出していくことを設立趣旨としていた (幾

代, 1976)｡ 子育て中の専業主婦の活動について

の批判もあったが, 現在の子育て不安や個として

の自分の確立という女性の要求を先取りした活動

であった｡ 現在では, 乳幼児の親子が集う公共施

設 ｢0123 吉祥寺｣ が 1992 年にオープンし, 親子

の集いの広場事業が全国に普及している｡

子育て後の女性を ｢第三期の女性｣ と呼んだが,

社会参加の時期は, 子どもの幼稚園への入園, 小

学校, 中学校, 高校や大学への入学など, それぞ

れの家庭の経済状況や考え方によって異なってい

た｡ しかし, 子どものための地域活動や家族の健

康や食の安全を守るための産直運動などの社会運

動や公民館での学習活動など, 女性の社会参加が

進み, 主婦は, 企業で働く男性よりも自由である,

という考え方もみられた｡ これらの活動の一部は,

現在では, 起業や政治参画へと発展している｡

以上のように, 団塊世代の女性たちは, 常勤型,

パート型, 学習型, 社会運動型などさまざまなタ

イプがみられ, 母や主婦としてのアイデンティティ

に依拠しながら女性たちが連帯し, 社会活動が発

展した｡

Ⅲ 団塊世代と家族

1 フェミニズムと家族

1975 年の国際婦人年を起点としたフェミニズ

ムの影響を受け, 女性の家族形成は, 大きく変化

した｡ 団塊世代は, 結婚当初から固定的な性別役

割分業規範を内面化していたが, 女性の雇用労働

化や性役割の流動化が進む過程で, これらの規範

から自由になった｡ 戦前の教育を受けた旧世代の

親に養育され, 新しい家族規範で次世代を養育す

るという二つの矛盾する価値規範を内面化した｡

1999 年の男女共同参画社会基本法は, 職業役

割と家庭役割のダブルロールを女性だけに課して

いたあり方を問題とし, 男女が同じ条件で仕事に

向かい合うための条件整備を目的としている｡ こ

れまでの専業主婦モデルに両立型モデルが選択肢

となり, 専業主夫や男性の ｢両立型｣ モデルも射

程にいれ, 従来の枠組みでは捉えられない新しい

ステージに入っている｡

一方, 団塊世代の男性の職業生活は, 大量の労

働力で経済成長をささえ, 過労死で同僚を失い,

バブル崩壊でリストラの対象となるという戦後経

済の発展と衰退という時代の影響を真っ向から受

けている｡ 団塊世代の女性の配偶者は, 表 3にみ

られるように, 戦後世代 (1931～1945 年出生) も

含み, これらの世代は, 表 3にみられるように団
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塊世代の男性とは異なった特徴をもっている (天

野編, 2001)｡ しかし, 子ども期は高度経済成長

前の環境で育ち, 貧困や耐乏生活を経験しており,

私生活よりも職業を優先した世代であるという共

通性があり, モラトリアム世代 (1951～1960 年出

生) とは異なっている｡

働き盛りの時期は子供の養育の時期と重なり,

家庭や子どもの教育は, 妻まかせで, 家族の会話

も少なく, ｢家庭のない家族の時代｣ (小此木,

1983) とよばれた｡ 子どもの不登校問題や, 子ど

もが巣立った ｢からの巣｣ (empty nest) に 1 人

残された良妻賢母の女性たちの主婦症候群やキッ

チンドリンカーなどの心の病が問題となっており

(神, 1984), ｢妻たちの思秋期｣ (斎藤編, 1984) と

いわれた｡

現在では, 社会全体が, 企業人間としての生き

方よりも個人生活を大切にする生き方を求めるよ

うになり, 子ども世代の夫婦においては, ワーク・

ライフ・バランスを実践し, 母親の職業への参加

と父親の家事・育児への参加が進み, ｢仕事と家

庭の両立モデル｣ も増えている｡

2 家族意識の変化

これらの変化を家族意識でみると, 表 4にみら

れるように, 性別役割分業の ｢夫は外で働き, 妻

は家庭を守る｣というあり方に 1972 (昭和 47) 年

は, 男 83.8％, 女 83.2％, 20 歳代は男 78.1％,

女 78.9％と性別や年齢別の違いがほとんどみら

れなかったが, 年齢 5歳階級でみると, 表 5のよ

うに, 団塊世代を含む 20～24 歳では, 団塊世代

の夫が含まれる 25～29 歳よりも賛成が少なく,

夫婦間の意識の差異となる｡ 平成 16 年には, 男

49.8％, 女 41.3％と減少し, 団塊世代が含まれ

る 50 代は男 43.9％, 女 30.7％と, 男女とも 60

歳代以上層に比較して急減しており, 戦前世代と

戦後世代の意識の差が大きい｡ 女性は他の年齢と

比較して最も低くなっている｡ また, 表 6にみら

れるように, ｢女性は結婚したら, 自分自身のこ

とより, 夫や子供など家族を中心に考えて生活し

たほうがいい｣ という主婦役割についても, 12

年間の間に男女とも減少しているが, 団塊世代が

含まれる平成 16 年の 50 歳代をみると, 男性

45.6％, 女 42.4％とほぼ同様であり, 60 歳代以

上層に比較して急減し, 主婦役割を肯定している

人が少なくなっている (内閣府, 2005)｡

また, 結婚についての意識も変化し, 表 7にみ

られるように ｢女性の結婚について, どう考える

か｣ という質問に, 1972 年には, ｢女の幸福は結

婚にある｣ は, 男性 36.2％, 女性 39.7％, ｢精神

的・経済的に安定｣ は男性 22.2％, 女性 20.7％,

｢人間として当然｣ は男性 25.3％, 女性 19.9％と

男女とも結婚を約 8割が肯定的に捉えていた｡ 団

塊世代とその配偶者が含まれる 20～24 歳,

25～29 歳では, ｢精神的・経済的に安定｣ がやや

多くみられた｡

1979 年では ｢結婚に賛成｣ は, 男性 77.6％,

女性 70.8％と男女差がみられ, 男性では年齢差

がみられ, 団塊世代以降が低くなっていた (総理

府, 1981)｡ 1990 年では ｢結婚した方がよい｣ は,

女性 43.7％, 男性 48.7％と低下しているが, 男
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表 3 労働エートス・生活意識の特徴

戦後世代

(1931～45 年出生)

団塊世代

(1946～50 年出生)

モラトリアム世代

(1951～60 年出生)

・企業戦士

・敗戦体験の共有

貧困からの脱出

｢祖国｣ の再建

・仕事一途が男の生き方

・家族ぐるみの会社への

奉仕

・仕事が趣味→無趣味が

誇り

・会社人間

・敗戦体験の風化

公益志向の低下

人並みより上の生活

を

・会社の成長は家族の幸

せ

・単身赴任世代

・趣味も大切だが, やっ

ぱり仕事第一

兆しとして以下の傾向

が出はじめる

・脱会社人間化

・完全戦無派

人並みで十分

・会社と家族は独立の存

在

・単身赴任への懐疑

・余暇も仕事も―仕事は

余暇のため

資料出所：天野正子編著 (2001) 『団塊世代・新論』 有信堂高文社, p.11｡



女差は少なく, 40 歳代前半と後半での差が大き

い｡ これらの相違は ｢女の幸福は結婚にある｣ と

いう回答が男女とも 45～49 歳では, 他の年齢層

より多くなっているためである (総理府, 1991)｡

団塊世代は 40 歳代前半に含まれるが, 女性の場

合は, 配偶者が 40 歳代後半に含まれる者も多く,

夫婦間の意識の相違となって表れていることがう

かがえる｡

2004 年では, ｢結婚は個人の自由であるから,

結婚してもしなくてもどちらでもよい｣ に ｢賛成｣

は, 女性 70.3％, 男性 65.5％と 70 歳以上を除い

ていずれの年齢層においても, 半数以上が結婚を

選択肢の一つと考えている (表 8)｡ また, ｢結婚

しても相手に満足できないときは, 離婚すればよ

い｣ という考え方については, 1972 年は, ｢共鳴

できる｣, ｢ある程度理解できる｣ が男性 21.0％

(20～24 歳 34.2 ％, 25～29 歳 28.1％), 女性 21.4

％ (20～24 歳 31.6 ％, 25～29 歳 25.2％) と少数

であったが (総理府, 1973), 平成 16 年には, ｢賛

成｣ が男性 49.2％ (50～59 歳 47.4％, 60～69 歳

39.9％), 女性 52.7％ (50～59 歳 50.0％, 60～69

歳 44.4％) と男女とも約半数を占めている (内閣

府, 2004)｡

以上のように, 家族規範が大きく変化し, 現代

家族の個人化やシングル化に影響を与え, 家族形

成は個人の選択肢のひとつとなっている｡

3 家族と社会政策

性役割の流動化は, 家族と社会政策のあり方に

大きな変化をもたらした｡ 1960 年代の主婦論争
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表 4 家庭内の役割分担意識の変化 (性別・年齢階級別)
｢夫は外で働き, 妻は家庭を守る｣ という考えについてどう思うか (単位：％)

賛成 反対

昭和47年 昭和59年 平成 4年 平成14年 平成16年 昭和47年 昭和59年 平成 4年 平成14年 平成16年

男性 20 歳代 78.1 53.6 52.3 44.3 40.7 11.7 46.4 41.5 47.5 49.7

男性 30 歳代 83.6 54.2 66.5 41.4 41.5 8.4 45.8 26.4 50.7 51.8

男性 40 歳代 87.8 61.2 59.8 51.8 49.6 7.7 38.8 31.9 42.6 44.6

男性 50 歳代 89.8 67.6 64.8 47.4 43.9 6.0 32.4 31.1 44.8 47.1

男性 60 歳代 87.0 73.0 75.0 53.7 54.1 5.4 27.0 21.5 40.6 40.4

男性 70 歳代以上 83.6 76.4 81.8 67.9 66.1 5.8 23.6 14.7 27.2 28.0

男性計 83.8 62.7 65.7 51.3 49.8 8.7 37.3 28.6 42.1 43.3

女性 20 歳代 78.9 38.3 48.0 33.2 34.8 14.5 61.7 47.1 60.6 62.9

女性 30 歳代 83.7 38.6 46.8 32.9 40.5 10.8 61.4 47.5 61.0 55.9

女性 40 歳代 84.9 49.0 53.9 37.5 37.3 8.6 51.0 40.3 57.7 57.6

女性 50 歳代 87.9 59.1 54.3 40.6 30.7 6.2 40.9 41.3 52.9 62.1

女性 60 歳代 88.5 64.0 70.2 50.8 45.7 5.1 36.0 24.1 44.3 49.5

女性 70 歳代以上 82.4 75.9 65.6 63.8 60.7 3.8 24.1 19.4 31.5 34.2

女性計 83.2 49.2 55.6 43.3 41.3 10.2 50.8 38.3 51.1 53.8

注：1) 内閣府 ｢婦人に関する意識調査｣ (調査 47 年), ｢婦人に関する世論調査｣ (昭和 59 年), ｢男女平等に関する世論調査｣ (平成 4

年), ｢男女共同参画社会に関する世論調査｣ (平成 14年, 16年) より作成｡

2) 昭和 59 年は ｢同意する｣ ｢同意しない｣ の 2 つの選択肢のみ, その値の調査年は ｢わからない｣ があるため合計しても 100％

にならない｡

3) 内は, 団塊世代が含まれている年齢層である｡

資料出所：内閣府 『男女共同参画白書 (平成 16 年版)』 p.26 表１-序－22 表に加筆｡

表 5 ｢夫は外で働き, 妻は家庭を守る｣

調査年 年齢
賛成

男性 女性

1972 年 18 歳以上 83.8 83.2

18～19 歳 65.6 66.3

20～24 歳 73.4 76.4

25～29 歳 83.5 81.0

資料出所：総理府 (1973) 『婦人に関する意識調査』 より

作成
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表 6 家庭内の役割分担意識の変化 (家庭における妻のあり方) (性別・年齢階級別)
｢女性は結婚したら, 自分自身のことより, 夫や子供など家族を中心に考えて生活し
たほうがよい｣ という考えについてどう思うか (単位：％)

賛成 反対

平成 4年 平成14年 平成16年 平成 4年 平成14年 平成16年

男性 20 歳代 54.4 35.6 40.7 35.4 54.8 49.7

男性 30 歳代 58.6 49.3 43.1 33.5 47.0 51.4

男性 40 歳代 63.3 52.6 49.1 27.1 43.4 43.8

男性 50 歳代 73.3 58.3 45.6 21.0 35.9 48.0

男性 60 歳代 83.0 60.6 63.4 10.8 34.6 32.2

男性 70 歳代以上 83.2 74.1 74.0 10.5 21.4 20.1

男性計 69.0 56.0 53.7 23.3 38.6 40.2

女性 20 歳代 51.6 46.2 33.1 42.5 48.6 63.5

女性 30 歳代 52.7 43.2 42.4 43.4 52.3 54.7

女性 40 歳代 62.1 46.7 47.9 32.3 47.3 48.2

女性 50 歳代 71.0 50.2 42.4 25.1 43.2 53.1

女性 60 歳代 80.1 66.2 61.7 13.9 25.9 33.5

女性 70 歳代以上 78.1 77.5 75.7 8.8 16.3 20.6

女性計 65.2 55.0 51.3 29.1 38.8 44.8

注：1) 内閣府 ｢男女平等に関する世論調査｣ (平成 4 年), ｢男女共同参画社会に関する世論調

査｣ (平成 14 年, 平成 16 年) より作成｡

2) ｢賛成｣ ｢反対｣ の他に ｢わからない｣ の回答があるため合計しても 100％にならない｡

3) 内は, 団塊世代が含まれている年齢層である｡

資料出所：内閣府 『男女共同参画白書 (平成 16 年版)』 p.27 表 1-序-23 表に加筆｡

表 7 ｢女性の結婚についていろいろな考え方がありますが, あなたは, どうお考えになりますか｣

調査年 年齢

男性 女性

結婚に賛成

合計

女の幸福は

結婚にある

精神的・経

済的に安定

人間として

当然

結婚に賛成

合計

女の幸福は

結婚にある

精神的・経

済的に安定

人間として

当然

1972 年 18 歳以上 83.7 36.2 22.2 25.3 80.3 39.7 20.7 19.9

18～19 歳 66.7 20.4 22.6 23.7 69.3 28.8 25.1 15.4

20～24 歳 74.5 23.0 26.3 25.2 76.6 35.9 25.7 15.0

25～29 歳 81.8 33.1 27.3 21.5 76.8 38.2 23.0 15.6

1979 年 20 歳以上 77.6 32.7 22.6 22.3 70.8 32.4 20.8 17.6

25～29 歳 66.8 28.9 24.3 13.5 61.3 23.7 22.6 15.0

30～34 歳 69.4 23.5 26.0 19.9 61.7 22.9 25.6 13.1

35～39 歳 77.2 28.6 29.1 19.5 64.9 24.7 25.7 14.5

1990 年 20 歳以上 48.7 16.1 9.7 22.9 43.7 13.8 8.5 21.4

35～39 歳 36.0 9.3 6.4 20.3 31.5 6.7 8.2 16.5

40～44 歳 39.7 7.7 9.1 23.0 35.9 8.6 7.6 19.6

45～49 歳 44.7 14.4 8.0 22.3 44.4 14.1 10.4 19.9

(備考) １. 内は, 団塊世代が含まれている年齢層である｡

資料出所：総理府 『婦人に関する意識調査 (第Ⅱ分冊, 第Ⅲ分冊)』 昭和 47 年 3 月調査, 昭和 48 年 3 月出版, 総理府 『婦人に関する世論調査』

昭和 54 年 5.10 月調査, 昭和 56 年 2 月出版, 総理府 『女性に関する世論調査』 平成 2年 9月調査, 平成 3年出版より作成｡



に続き, 1970 年代にはいり, 再び家事労働の経

済的評価をめぐる議論が再燃した｡ 民法上の妻の

座を改善するために, 論争が開始され, ｢夫婦別

産制｣ か ｢夫婦財産共有制｣ かをめぐって立場が

わかれた｡ また, 家事労働の社会化は, 資本制商

品・サービス労働によるものと, 社会的共同消費

手段として供給される立場があり, 後者の立場を

推進すべきであるという主張がみられたが (竹中,

1976), 現在では後者による社会化から前者によ

る社会化へと変化している｡ また, 国際婦人年以

降の女性政策の影響を受けて, 家族と社会政策に

ついては, 以下のような変化がみられた｡

その第一は, 女性の役割とされていた子どもの

養育や高齢者の介護という ｢ケア役割｣ が男女で

共担する家族役割と認識され家庭科の男女共修が

実施された｡ 第二に, ケア役割の男女での共担は

あまり進まず, 社会化が進んだ｡ 公的施策として

発展してきた日本の社会福祉サービスは, 介護保

険の導入により大きく変化し, 私企業や NPO が

進出している｡ 保育の分野においてもこのような

傾向がみられる｡ 第三に, 1995 年の北京で開催

された世界女性会議で採択された行動綱領により

価値評価が行われ, 家事労働が無償労働として算

定された (経済企画庁経済研究所, 1997)｡ 第四に,

1980 年代は, 家庭基盤充実策として, 配偶者の

民法上の法定相続分の引上げ, 所得税の配偶者控

除や特別配偶者控除や相続税の特別配偶者控除の

導入により, 専業主婦の主婦業を優遇した｡ これ

らに対する評価については職業の有無や常勤かパー

トかにより, 女性の間でも意見が分かれ, 女性た

ちを主婦という同一のカテゴリーで捉えることが

できなくなった｡ 第五に, 社会保障のあり方を世

帯単位から個人単位へと変えるべきであるという

議論が高まった｡ 第六に, セクシュアルハラスメ

ントや家庭内暴力などの職場や家族という個別の

分野における人権侵害を防止する法的措置がとら

れた｡

これらの変革を, 主体的に進めてきたのは当事

者である女性であり, 多くの男性は, 無関心か否

定的であった｡ 家族生活についての意識の男女間

の乖離が問題となっており, これらは定年後の夫

婦関係に影響を与える｡

Ⅳ 団塊世代の定年と家族

1 定年制の変容

高齢期ライフイベントである定年退職は, 団塊

世代においては, 既存のモデルが適用できない｡

その理由として引退プロセスの変化を挙げること

ができる｡ 第一に, 60 歳の定年年齢以前に早期

退職やリストラ等の理由で職業移動が生じている

こと, 第二に, 定年年齢と年金受給開始年齢が異

なっており, 経過措置として, 報酬比例部分相当

の老齢厚生年金が支給されるが, 満額支給となる

年齢は男性の場合, 昭和 22 年 4 月 2 日～24 年 4

月 1 日までは 64 歳から, 24 年 4 月 2 日～28 年 4

月 1 日生まれは 65 歳からであること, 第三に,

平成 17 年に高年齢者雇用安定法が改正され 65 歳

定年制が導入されたが, 継続対象者の範囲と基準

を労使協定により定めたときは全員が対象となら

ないこともある｡ 大企業の場合は 2008 年度まで,

中小企業の場合は 2010 年度までに, 就業規則に

よってこの基準を定めることもできるが, 能力や

資格などの客観的な基準を示すことが望ましいと

されている｡ このように, 法制度上は生涯現役社

会といえるが, これらが適用されるのは一部の雇

用者にすぎない｡

2 引退プロセスの多様化

これらの労働分野の動向を雇用者の立場からみ

ると, 第一に, リストラ等で予期せぬ退職をし,
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表 8 ｢結婚は個人の自由であるから, 結婚してもしなくて
もどちらでもよい｣ という考え方について

賛成 反対

男性 女性 男性 女性

2004 年 20 歳以上 65.5 70.3 31.5 26.6

20～29 歳 80.2 89.3 14.7 10.1

30～39 歳 81.8 85.9 16.6 10.6

40～49 歳 77.7 81.4 20.1 16.4

50～59 歳 67.3 71.2 29.8 25.7

60～69 歳 52.2 61.2 44.8 35.8

70 歳以上 44.9 39.0 51.2 55.5

資料出所：内閣府 『男女共同参画社会に関する世論調査』 平成 16

年 11 月調査｡



定年退職以前に転職をしている者が増えているこ

と, 第二に, 年金受給開始年齢が 60 歳から 64,

65 歳となり, 働かざるをえないこと, 第三に,

65 歳までの就業継続が可能となったことである｡

これらに加えて企業への帰属意識もさまざまで

あり, 仕事一筋という生き方に疑問を持つ者も多

い｡ これまでのように, 60 歳定年制により悠々

自適な年金生活を迎え, 仕事から余暇へと生活が

大きく変わるというライフイベントとしての定年

の意味が希薄化している｡ 定年まで勤務すること

ができたという達成感がないままに, 定年後の生

活に入る者も増える｡ 団塊世代の仕事からの引退

が始まる高齢期への助走段階において, すでに早

期退職やリストラ等で 50 歳代から転職した人々

や, 60 歳定年後も年金受給開始年齢である 60 歳

代後半まで生計維持を目的とした就労を継続する

人々からなり, 徐々に引退が進むことになる｡

以上のように, バブル期以前の年功序列システ

ムに支えられた 60 歳前の職業人生と 60 歳以後の

人生という日本の定年退職制度は, 団塊世代では

変質しつつある｡ 定年前から退職準備教育を受け

て, 定年に向けて周到に準備し, 定年を契機に仕

事から社会参加や趣味活動へと移行するという実

態 (東京都老人総合研究所社会学部門, 1991) とは

異なり, 定年前や定年後からの転職, 求職が行わ

れる｡ 自分の予測や希望とは異なり, 職業人生の

最後まで競争と選別により振り分けられ, 仕事人

間の体験する ｢リタイアメント・ショック｣ より

も, ｢リストラ・ショック｣ や経済的困難の方が

大きな問題となる｡

3 現在の就業状況と家族

就業状況を ｢労働力調査｣ によりみると, 男性

では, 1990 年 (40～44 歳) 97 . 6％, 1995 年

(45～49 歳) 97.7％, 2000 年 (50～54 歳) 96.7％,

2004 年 (55～59 歳) の 93.2％へ, 女性では, 1995

年 (45～49 歳) 71 . 3％をピークに, 2000 年

(50～54 歳) 68.2％, 2004 年 (55～59 歳) の 59.6

％へと低下している (総務省統計局, 2004)｡

2004 年の ｢高年齢者就業実態調査｣ によると,

就業率は, 55～59 歳 (男性 90.1％, 女性 62.2％),

60～64 歳 (男性 68.8％, 女性 42.3％), 65～69 歳

(男性 49.5％, 女性 28.5％) となっており, 就業理

由は, 男女とも ｢自分と家族の生活を維持するた

め｣ という経済上の理由が最も多くなっている

(厚生労働省, 2005)｡

これらの男女の就業状況を反映して, 夫婦の就

業タイプも, 夫婦とも有業, 夫が有業で妻が無業,

夫が無業で妻が有業, 夫婦とも無業にわかれ, 雇

用か自営か, 常勤かパートかなど, 多様な就業状

況となり, 中年期までのような夫が有職で妻が無

職, 夫が常勤で妻が常勤やパートという典型的な

あり方は減少する｡ 性別役割分業の経済基盤の変

化は, 家庭内の夫婦間の役割に影響を与える｡

次に, 家族について平成 12 年の国勢調査をみ

ると, 団塊世代が含まれる 50～54 歳が世帯主で

ある一般世帯数 (2 人以上) は約 553 万世帯であ

り, 家族類型は, 核家族が 64.9％で, ｢夫婦と子

供から成る世帯｣ が最も多く 42.5％である｡ 三

世代世帯は 14.2％である (総務省, 2000)｡ 子ど

もの結婚による孫の出生で祖父母という家族内の

地位を得て, 四世代関係の第二世代 (親と子ども

と孫がいる) となる場合, 三世代関係の第一世代

(子どもと孫がいる) や第二世代 (親と子どもがい

る), 二世代関係の第一世代 (子どもがいる), 第

二世代 (親がいる) の場合と世代間関係の位置は

さまざまである｡ 多世代世帯では, 子ども夫婦に

家事や家庭経営を委譲し, 家事から解放される場

合や, 反対に子ども夫婦の家事や育児を担当して,

親世代の夫も妻も役割過重になる場合もあり, 家

庭生活のあり方も世帯類型によって異なる｡

Ⅴ 団塊世代の定年と家族への影響

1 家族にとっての定年

男性雇用者の定年は, 妻にとってどのような影

響をもたらすのだろうか｡ バブル崩壊以前の定年

にみられた, 夫の退職金を折半して離婚する熟年

離婚や定年離婚が話題になったが, 退職金もない

ケースもみられ, 夫の定年についての予期的社会

化 (anticipatory socialization) が可能な制度によ

る引退は減少する｡ 選別的な引退や, リストラや

倒産などを契機とした予期できぬ退職により, 退
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職金額も影響を受ける｡ これらは, 個人的な能力

の問題ではなく社会構造上の問題であるにもかか

わらず, 夫自身は職業への達成感を感じることが

できず, 妻にとっては, 夫がどのような引退をし

たかが, その後の生活設計に影響を与え, その結

果, 夫についての評価が低下することもある｡

先に述べたように, 団塊世代は, 第一に, 中高

年女性の雇用労働化により, 妻の職業も, 常勤,

パートタイマー, 無職と異なり, 世帯単位でみる

と経済格差が拡大する, 第二に, 子ども世代の就

職や結婚の遅れにより, 親役割の終了による脱親

性 (postparentalhood) や孫の誕生による祖親性

(grandparentalhood) への移行が遅れる, 第三に,

親の長寿化により, 介護問題が深刻化し, サンド

イッチ・ジェネーレーションの時期が長期化する｡

第四に, 団塊世代は平均 4人のきょうだい数であ

り, 性別や出生順位による扶養規範があり, 親子

関係のあり方には地域差がみられる｡

40 歳代になった団塊世代を対象とした調査で

は, 年老いた自分の親の扶養について, ｢どんな

ことをしても親を養う｣ (男 50.1％, 女 32.4％),

｢自分の生活力に応じて養う｣ (男 41.4％, 女 56.9

％) が男女とも 9 割以上を占めている｡ ｢どんな

ことをしても親を養う｣ は, 大都市では 28.3％,

町村では 52.0％と地域差が大きい｡ 結婚した子

との同居についても, ｢子どもが結婚したら同居

したい｣ は, 男 26.1％, 女 16.6％であるが, 大

都市 8.5％, 町村 32.8％と異なっている｡ ｢同居

はしないが近くに住みたい｣ という近居は, 大都

市 50.6％, 町村 32.4％である (総理府, 1990)｡

これは, 15 年前の結果であるが, 現状もほぼ同

様であると推測できる｡ 夫妻の就業状況, 子ども

の自立の状況, 親の経済状況と介護度などの家族

的要因や地域的要因を考慮すると, 引退のプロセ

スや家族関係は多様化している｡

2 定年後の働き方

夫の雇用状況の不安定化, 年金受給開始年齢の

遅れ, 子どもの経済的自立の遅れに対応するため

に, 団塊男性の妻は, 常勤, パートを問わず 60

歳までは働き続けたいと考える人々が多い｡ 1990

年代に実施した退職教員を対象にした調査では,

夫の 60 歳定年に合わせて 50 歳代後半で早期退職

をする女性も多くみられた (退職教員研究会,

1995)｡ しかし, 2000 年に実施された団塊世代を

含む男女雇用者と雇用者の妻を対象とした調査で

は, 60 歳代前半においても ｢就労はしたくない｣

は, 男性では 7.7％, 女性では 24.7％で専業主婦

も 33.2％となっている (佐藤, 2005)｡ これまで

も妻が無職の場合にも, 夫の定年を迎えて家計補

助のために働き始める傾向があることは, コーホー

トデータで実証されている (岡村, 1988)｡ 妻も定

年後の再雇用で働き続け, ｢妻は仕事, 夫は家庭｣

という役割交替を迎える家族もあり, 稼ぎ手とし

ての家庭内での夫の在宅時間の増加と経済的地位

の低下は, 夫の家事参加の促進要因になる｡ 夫の

家事参加は 40 歳代の妻の夫を底にＵ字型となっ

ており, 60～69 歳の妻の夫の家事参加は進んで

おり, 全年齢の中で最も高くなっいる (国立社会

保障・人口問題研究所, 1998)｡

3 定年後の夫婦関係

これまでの中高年期や退職後の夫婦関係につい

ての研究は少ない｡ 1970 年代に退職した公務員

の夫とその妻を対象とし, 結婚欲求満足度尺度

(Marital Need Satisfaction Scale) (Stinnette, et al.,

1970) を利用して分析した研究がある｡ 夫・妻と

も愛情領域での満足度が高く, コミュニケーショ

ン領域で低く, Stinnette らの調査結果では, 夫

も妻も類似していた｡ その理由として, 高齢の夫

は妻ほど会話能力をもたない, 子どもが独立して

夫婦の共通の話題がないことが挙げられているが,

日本でも同様であることが明らかになっている

(袖井・都築, 1985)｡

1980 年代に定年を迎えた大正 9 年 3 月～13 年

12 月生まれのコーホートの縦断調査では, ｢高額

な出費の決定権｣ について, 50～54 歳の定年前,

60～64 歳の定年直後, 65～69 歳の定年後の 15 年

間の変化をみている｡ ｢夫｣ が減少して, ｢夫婦｣

が増えている｡ また, ｢意見の対立が起こったと

きにどちらの意見が通るか｣ は, ｢いつも夫｣ ｢だ

いたい夫｣ が減少して ｢だいたい妻｣ が増えてお

り, また, これらは定年の影響のみではなく社会

の変化も影響していると思われる (東京都老人総
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合研究所, 1991)｡ これらの調査結果は, 団塊世代

の親に当たる夫婦であり, 親子関係中心から夫婦

中心の関係に移行する時期の家族であった｡

しかしながら, 妻 49～74 歳, 夫 59～77 歳の夫

婦を対象とした調査では, 夫婦関係規範意識が異

なり, ｢一緒に住むべき｣, ｢一緒に行動すべき｣,

｢強い愛情が必要｣ などは, 夫の方が妻より ｢そ

う思う｣ が多く, 性別役割分業意識が強い人ほど,

この傾向がみられた (コープこうべ・生協研究機構,

1998)｡

現在では, 夫の定年は妻にとっては, 夫婦関係

の危機をもたらすと自覚されている場合が多い｡

定年後の夫婦関係については, 黒川順夫医師 (心

療内科) が, 定年退職した夫がずっと家にいるよ

うになってから体調が悪化する ｢主人 (夫) 在宅

ストレス候症群｣ という新しい症例を紹介した｡

また, 夫の定年や更年期が重なり, 妻に心身症が

生ずることが指摘されてきた (清水, 1996)｡ 一方,

家庭内離婚や熟年離婚が増加している中で, 『家

庭内再婚』 (近藤, 1998) が出版され, クローズアッ

プ現代 ｢‶夫婦再生" きずなを取り戻したい｣

(2003 年 11 月 19 日 NHK 放映) では, 子育て後や

定年後の夫婦関係のあり方が社会問題として提起

された｡

夫が職場から引退し, 職業人の役割から解放さ

れ, 妻とのパートナーシップを構築したいと考え

てはいるものの, 現役時代と同様にあるいはそれ

以上に主婦役割を要求してくるために, 妻が社会

活動から引退する例もみられる｡ 妻たちも家庭と

いう無償労働の職場での主婦業から引退し, 母や

妻としてよりも個人としての生き方を求めている｡

また, 中年期から続いている女たちの地域のパー

ソナル・ネットワークは, 強固な絆で結ばれてお

り, ボランティア活動も ｢夫や子どもに尽くすだ

けが人生じゃない｣ (主婦ボランティア研究会編,

1999) と, 個としての自分の活動としてとらえて

いる｡ また, NPOを創設する女性も増えている｡

Ⅵ 夫婦関係の再構築

1 団塊世代の夫婦関係

これまでも, 男性は仕事の世界に生き, 女性は

家庭や地域での生活と, 異なった生活世界を生き
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表 9 あなたは, 一般的に家事についてどのような意見をお持ちですか｡ この中から, 一つあげてください｡

総数

(N)

妻がすべ

きだ

妻がする

ものだが

夫も手伝

うべきだ

夫婦共同

ですべき

だ

夫がする

ものだが

妻も手伝

うべきだ

夫がすべ

きだ

その他 妻 (計) 夫 (計)

＊＊【総数】＊＊ 2862 28.8 39.6 29.5 0.1 0.2 1.8 68.4 0.3

男 性 計 1329 28.7 38.6 30.9 0.2 0.1 1.7 67.3 0.3

男

性

60～64 歳 365 25.5 42.2 31.0 ― ― 1.4 67.7 ―

66～69 歳 341 26.7 41.1 30.8 0.3 ― 1.2 67.7 0.3

70～74 歳 309 28.8 37.9 31.1 ― 0.3 1.9 66.7 0.3

75～79 歳 180 36.1 33.9 28.3 ― ― 1.7 70.0 ―

80～84 歳 97 27.8 34.0 35.1 ― ― 3.1 61.9 ―

85 歳以上 37 43.2 21.8 29.7 2.7 ― 2.7 64.9 2.7

女 性 計 1533 29.0 40.4 28.4 0.1 0.3 1.9 64.9 0.3

女

性

60～64 歳 420 22.9 43.8 32.1 ― ― 1.2 66.7 ―

65～69 歳 394 25.1 42.1 31.0 ― 0.3 1.5 67.3 0.3

70～74 歳 360 35.3 38.6 23.6 0.3 0.6 1.7 73.9 0.8

75～79 歳 206 34.0 34.5 29.1 ― ― 2.4 68.4 ―

80～84 歳 109 33.0 37.6 23.9 ― 0.9 4.6 70.6 0.9

85 歳以上 44 36.4 43.2 15.9 ― ― 4.5 79.5 ―

資料出所：内閣府 『高齢者の日常生活に関する意識調査結果』 平成 17 年 7 月, p.198 に加筆｡



てきたが, 性別役割分業についての意識は男女で

似通っていた｡ たとえば, 現在の 60 歳以上の男

女の性別役割分業についての意識は, 表 9にみら

れるように, 60 歳以上の高齢者の家事について

の意見は ｢妻がすべきだ｣ が, 男 67.3％, 女

64.9％で男女差がない｡ 男性は年齢による差がみ

られないが, 女性では 85 歳以上は 79.5％である

が, 60～64 歳では 66.7％と低下しており, コー

ホートの影響がみられ男女差が拡大している (内

閣府, 2005)｡

団塊世代の夫婦関係においては, これまでの世

代に比べて, 夫婦間の意識の差異に加え, 年金法

の改正による離婚時年金分割が実施される｡ 2007

年 4 月以降に離婚した場合, 夫婦が合意すれば年

金の ｢任意分割｣ が, 2008 年 4 月以降は離婚ま

での厚生年金が折半される ｢強制分割｣ が開始さ

れる｡ 離婚時年金分割は, 家族の個人化を超えて

家族解体やシングル化への助走段階にあることの

象徴となっている｡ 夫は従来の性別役割分業に固

持し, 妻は男女共同参画社会の夫婦関係をモデル

にしているために, 夫婦間の意識のギャップは拡

大し, さらに, 妻にとっては離婚の可能性が広が

るのである｡

2 夫婦関係の危機

団塊世代の動向を調査データで見ると, 団塊世

代の男性 (1947～49 年生まれ) は, シニア世代

(1937～39 年生まれ) と比較して, 夫婦単位の行動

が基本であると述べているが (日本経済新聞社・

日経産業消費研究所, 2005), 夫のみを対象を比較

した調査結果である｡ 団塊世代の ｢夫婦 1000 人

調査｣ によると3), ｢定年後, 主に余暇を楽しむ相

手｣ として, 配偶者をあげたのは, 夫が 67.8％,

妻が 58.2％にとどまり, 子どもや地域の友人は

夫の回答より多くみられた (日本経済新聞, 2005)｡

｢団塊世代の夫婦関係調査｣ (1996 年)4)によると,
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表10 夫婦関係の評価
(単位：％)

妻 夫

同 伴 性

夫婦で共通の趣味を持っている 48 46

夫婦で一緒にでかける機会が多い 54 53

夫婦でよく話をする 68 67

情緒関係

最も信頼できるのは夫 (妻) である 82 89

夫 (妻) と一緒にいるとほっとする 66 84

夫 (妻) は言わなくても察してくれる 38 62

生活関係

夫 (妻) は家庭に無関心である 25 4

夫 (妻) は家事をやらない 53 3

夫 (妻) は自分の身の回りのことができない 19 3

総合評価

夫 (妻) はあなたに干渉しすぎる 13 9

夫 (妻) はあなたに無関心である 22 14

全体として夫 (妻) に満足している 74 88

結婚を継続できるか自信がない 11 7

夫 (妻) の意見には従うようにしている 62 66

資料出所：表 3に同じ｡ p.214｡

表11 夫婦の個人化についての意識
(単位：％)

妻 夫

夫婦の一体感は, 同姓でなくても保てる 61 48

できるだけ夫婦の時間よりも一人の時間を大切にする 43 23

新しく趣味をはじめるときには, 自分だけでやりたい 59 32

できるならは, 夫婦はそれぞれの個室を持つのがよい 68 53

夫婦は, 一緒の墓に入らなくてもよい 38 20

妻は, 夫よりも自分のことを優先するべきだ 48 54

資料出所：表 3に同じ｡ p.214｡



夫は妻に比べて, 表 10, 表 11 にみられるように

夫婦共通の時間よりも個人の時間や空間を求める

生き方を望んでいる (岡村, 2001)｡ また, 団塊女

性を含む 50 代女性 15 人 (専業主婦 7人, パート 3

人, 教員 1 人, 常勤 2 人, 経営 2 人) の事例調査結

果によると, ｢自分自身の自由な時間を, 自分の

ために, 好きなように使いたい｣ という自由を求

めていた｡ また, 夫婦関係は, ｢良好である｣ と

｢良好でない, 破綻している｣ がほぼ同数であり,

｢中年期の個としてのアイデンティティの模索｣,

｢家庭と仕事のダブルロールで大変｣, ｢嫁役割や

家庭責任への反発｣ など, 経済不安, 夫婦のすれ

違い, 離婚願望などが報告されている (廣井,

2006)｡

夫婦関係の危機が生じる背景としては, 第一に,

先に見たように, 男女のライフコースの違いによ

り家族や夫婦についての考え方が大きく乖離して

いるという社会状況の影響を受けている｡ 第二に,

妻は主婦業から引退を望んでおり, ｢家庭という

職場｣ からの離脱を望み自由を求めていること,

第三に, 家庭での家事労働について, 夫と妻の関

係を夫が使用者で妻が雇用者である労使関係とし

て捉えるならば, 家父長的な夫からの解放を願っ

ていること, 第四に, 現役時代は, 夫婦間の生活

時間, 生活空間, 人間関係が異なり, 生活分離が

進んでいたが, 定年以降は, 生活を共有する機会

が多くなる｡ しかし, 晩婚化の影響で子ども部屋

は占有されたままであり, 夫たちは家庭の中での

居場所を見出すことが難しくなっていること, 第

五に, 従来のように孫の誕生と養育が, 夫婦共通

の喜びとなり再統合の絆となる時代とは異なり,

定年後の人生は長期化している, などである｡

これらの女性たちの発達課題にどのように, 夫

が関与するのか, 夫婦関係の再構築と結婚の解消

というそれぞれの方向を決めていくと思われる｡

異なった状況にある夫婦が, 同世帯で生活を継続

しながら, 夫婦関係の再構築や家庭内離婚に至る

という選択と, 世帯を異にする夫婦別居や離婚の

選択がある｡

3 家庭内再婚

夫婦関係についての考え方は, 夫は夫婦単位の

行動を望み共同化志向, 妻は個人単位の自由な行

動を望み個人化志向という傾向がみられる｡ 共同

化志向は, 夫婦関係を親密な人間関係として絶対

化し, 夫婦単位の行動を優先する立場である｡ 個

人化志向は, 夫婦関係を親密な人間関係の一部と

してとらえて, 相対化する立場である｡ また, 生

活の中心や関心となる領域が ｢男は仕事, 女は家

庭や地域｣ と乖離したままであり, 夫婦のタイプ

は図 1のようになる｡ 性別役割分業は夫婦を単位

として成立するので, 夫は夫婦単位志向になる｡

妻は男女共同参画型の個人を単位とした個人志向

になる｡ 夫婦単位と個人単位のあり方は夫婦関係

によって異なり, 夫婦で志向が一致している場合,

一部重なり合わない場合など多様である｡

これらの夫婦間のギャップを埋めるためには,

｢夫は職業 (有償労働) からの, 妻は主婦業 (無償

労働) からの引退｣ という前提を夫婦で共有し合

い, これまでの役割関係にとらわれないことであ

る｡ 夫の定年と同時に, 主婦業という無償労働か

らの定年を認め合い, 家事・介護労働などを夫婦

で分担し, これまでの人生でやり残してきた自分

自身の課題を達成するために, 夫婦双方で支援し

合うことである｡ これらは, 束縛せずに個人の人

生を優先させる ｢卒婚｣ (杉山, 2004) や ｢家庭内

再婚｣ (近藤, 1998) の実践である｡

その課題とは, ささやかな日常の趣味や楽しみ

にとどまらず, 就業や就学, 故郷での帰農や親の

介護, 長期間にわたる旅行や海外生活のように時

間的, 空間的, 経済的にもこれまでの生活の枠に

納まらず, いきがい探しの転居や帰郷, 定年帰農,
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シニア国際ボランティアなどを伴うこともある｡

夫婦別居や女性の単身赴任に夫婦で柔軟に対応す

ることが求められる｡ 夫は職業人としての, 女性

は妻や母や主婦としてのアイデンティ形成から,

個人としてのアイデンティ形成へと向かう時, 男

性と女性が同じ基盤に立ち, 平等なパートナーシッ

プがひらかれる｡ これらの試みは, 新たなパート

ナーとの再婚と同様に, あるいはそれ以上に, 自

己変革を迫られる営みである｡

4 年金の離婚時分割と熟年離婚

日本の離婚率はバブル崩壊以後上昇し, 1990

年の約 16 万組から 2002 年の 28 万 9836 組へと増

えてきたが, 2003 年の 28 万 3854 組から 2005 年

の 26 万 5480 組へと減少している (厚生労働省,

2005)｡ これらは, 2007 年から施行される離婚時

厚生年金分割制度を適用するための待機であると

いう見方もある｡

1961 年に国民皆年金となり, 女性は夫の扶養

家族として夫の年金で生活し, 夫死別後は遺族年

金によって生活を保障された｡ 1985 年には, 基

礎年金制度の導入により離婚者の年金権を確立し,

それまで任意加入であった国民年金が, 第 3号被

保険者という夫の扶養家族の地位で被保険者とな

り年金受給権が得られることになった｡ 離婚時は

基礎年金部分のみが, 受給可能となった｡ 年金分

割は, これに加えて, 夫の厚生年金部分が結婚期

間に応じて夫婦で分割できるようになる｡ 遺族厚

生年金の 4分の 3よりも低額であり, 最低生活費

である生活保護費にも満たないケースが多く含ま

れる｡

日本の財産制度は夫婦別産制であるが, 年金制

度に夫婦財産共有制的な考え方を導入することで

あり, 住宅資産や退職金については一律の分割は

難しい｡ ここで問題になるのは, 生活費は保障さ

れても, 住居の保証がないことである｡ また, 住

宅が共同名義の場合にも, トラブルが生じる｡ 単

身高齢者の住宅問題は深刻であり, 民間賃貸住宅

を借りることも難しく, 公営住宅や高齢者住宅な

ど供給は少ない｡ 高齢期は, 高額な有料老人ホー

ムの居住者がおりシルバーマーケットが拡大して

いる一方で, 住宅困窮者も多い｡ また, 介護保険

費用の増大と財政難による給付抑制や所得制限な

どによる負担の増大により, リバースモーゲージ

の制度が導入されているが, 資産がない場合には

利用できない｡

離婚時年金分割を待って離婚し, その直後に夫

が死亡した場合, 資産の相続権は子どもにある｡

高齢女性の死別研究によると, 住宅を自分の所有

とするために, ｢死別による離婚｣ すなわち, 離

婚を思いとどまり死別まで待った事例がみられ,

｢離婚しなくて, 死別まで待ってよかった｣ とい

う人々がいた (岡村・河合, 1987)｡ 離婚という選

択に至るには, さまざまな要因があるので一般論

として語ることは難しいが, 離婚時年金分割には,

住宅保証が不可欠である｡

5 両性性のパーソナリティとサクセスフル・エイ

ジング

老年心理学の分野では, 男性性と女性性の両方

をバランスよく備えている両性性 (androgyny)

がタイプ化されているが, 複雑な社会の中で最も

適応的であり, 老年期の男女は両性性特徴を持つ

人が多くなり, これらの人々は心理的適応がよく,

高い自尊感情 (self-esteem) を有し, サクセスフ

ル・エイジングに向いているとしている (下仲,

2003)｡ 団塊世代は, ｢親の面倒をみる最後の世代,

子どもからは面倒をみてもらえない最初の世代｣

(ファースト・ライフデザイン・プロジェクト編,

1993) であり, 要介護期は, ｢妻が夫を介護する｣

｢妻が夫を看取る｣ という典型的なパタ－ンを取

るとは限らない｡ 夫が妻を介護し, 配偶者に先立

たれた男性は, シングル生活を余儀なくされ, 男

性の死別後の適応の問題が生じている (岡村,

2004)｡ 男では家事負担感やくらしむきが悪化し

たという評価が, 女ではくらしむきが悪化したと

いう評価がモラ－ルを低下させていた (岡村,

1992)｡

既存の役割関係を見直し, 個人時間を相互に保

証し合うという夫婦関係の再構築のあり方は, 男

性の生活自立を進め, 定年後以降の長い高齢期を

生きていくための基盤づくりとなる｡
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Ⅶ お わ り に

以上のように, 家族にとっての 2007 年問題は,

現役時代の強固な性別役割分業を壊すことができ

ず現在に至った夫婦関係を, どのように再構築し

ていくかという問題である｡ 現在の家族の特徴と

されている個人化, 多様化は今後も進む｡ 親世代,

子世代の双方の経済的および家族的状況により多

様化し, 夫婦関係は共同化よりも個人化へと進む｡

また, 性別役割分業規範が強固である団塊世代に

とっても, 配偶者喪失によりシングルとなる状況

においては, 従来の規範は崩壊せざるをえない｡

そして, 配偶者喪失後のカップル単位からシン

グル単位の生活において子どもに依存せずに, 配

偶者と死別後は, パートナーとの事実婚による再

婚や, ｢暮らし縁｣ (島村・寺田, 2004) など ｢新

しい縁｣ という選択肢を見出すであろう｡

また, 団塊世代が 65 歳以上になる ｢2015 年の

高齢者介護｣ (高齢者介護研究会, 2003) で述べら

れている小規模多機能型の地域を単位とした介護

の社会化で三世代統合ケアや親密圏の地域創りへ

とつながるものである｡ 次世代育成という大きな

課題に対して, 集団就職の世代 (1940 年生まれ～

1949 年生まれ) として勤労の意味を伝え, ｢貧困

と豊かさ, 自然と文明, 個人と共同, 公と私など

の位相のバランスがかろうじて保たれていた時代｣

(岡村, 2001) の体験や, 失われた自然, 人間関係,

伝統文化など団塊世代の子ども時代の自然環境や

社会環境の中での体験を, 現代社会に適合するか

たちで再生しつなぐ役割が, コミュニティでの三

世代の祖父母世代としての役割である4)｡ これま

でチャレンジを試み時代の最先端を切り開き,

｢新しいものを数の力で大衆化してきた世代｣

(NALC シニア研究所, 2004) である団塊世代が現

役時代には果たせなかった ｢夢の実現｣ となるで

あろう｡

1) たとえば武蔵野市では, まちづくりの主体としての役割を

団塊世代に期待し, ｢『団塊世代』 市民アンケート調査｣

(2004 年 3 月) や ｢お父さんお帰りなさいパーティ｣ という

イベントを実施している｡ また, 男性の地域への受け入れ

(特定非営利法人さいたま NPO センター) や, 団塊男性を

対象に男女共同参画推進講座を実施, 講座のテキスト (神奈

川県立かながわ女性センター, 2004 年) が出版されている｡

2) 家族や女性の視点から書かれた文献は, 神一行 (1984),

月刊アクロス編集室 (1989), 財団法人 21 世紀ひょうご創造

協会兵庫県家庭問題研究所編 (1992), 財団法人東京女性財

団編 (1998), これらのデータを利用した天野正子編 (2001),

�口美雄・財務省財務総合政策研究所編 (2004), 三浦展

(2005), 東京都産業労働局 (2004) では, 女性についても分

析している｡ お茶の水女子大学大学院人間文化研究科人間発

達科学専攻 COEプロジェクト事務局 (2004) は, 45～64 歳

(2003 年 10 月 1 日時点) の女性とその配偶者を対象として

いる｡

3) 夫婦 1000 人調査は, マクロミルの協力で, インターネッ

トにより, 首都圏・近畿圏の 55～58 歳の既婚の会社員・公

務員男性 515 人と, その年代の夫を持つ女性 517 人から回答

を得ている｡

4) 1947 年 4 月～1950 年 3 月に出生した既婚女性 408 人とそ

の夫 383 人を対象としている｡ モニターサンプルによる郵送

調査の結果である｡ 財団法人日本火災福祉財団の助成研究

(1996 年度) による｡

5) 祖父世代による子育て支援 (NALC ナルクジャパン 1994,

シルバー人材センター 1980), 介護に参加する男性たち (横

浜男性ヘルパー会, 1990 年設立, 現在 約 40 人), (NPO

流山ユー・アイネット, 1995 年千葉県NPO認証第 1号) な

どがある｡
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